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平成 21 年度福島県養護教育センター調査 

 

 

 

 

《 調査の目的 》 

本県では，平成１６年度より全ての公立小・中学校に特別支援教育推進のための「校内委員会」の設置と「特別

支援教育コーディネーター」の指名を行い，各学校においては地域や学校の状況に応じた様々な取り組みが行わ

れている。 

こうした状況を踏まえ，県内の公立小・中学校の全ての教員を対象に特別支援教育に関する調査を実施し，本

県における推進の現状と課題を明らかにするとともに，その結果を特別支援教育の体制整備や教職員研修等の

在り方を検討する基礎資料にする。 

 

《 調査方法 》 

◎ 調査対象 

・ 調査票Ⅰ・・・校長 

・ 調査票Ⅱ・・・特別支援教育コーディネーター 

・ 調査票Ⅲ・・・通常の学級の授業を担当している教諭，常勤講師及び養護教諭 

・ 調査票Ⅳ・・・特別支援学級または通級指導教室を担任している教諭，常勤講師 

 

《 調査結果 》 

  １００％回収 

   小学校５１１校（分校は本校に含めて集計） 

   中学校２３６校 

 

 

 

《 全調査結果 》 

 

◎ フェイスシート（教頭または特別支援教育コーディネーターが回答） 

１ 医師の診断のあるなしにかかわらず、学習面または行動面で特別の支援を必要としている児童

生徒が通常の学級に在籍しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援教育の理解と充実に向けた小・中学校の取り組みに関する調査 
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 ・ 調査票Ⅰ（校長回答）７４７名 

  １（１） 自校の特別支援教育の現状 

30%30%30%30%

70%70%70%70%

うまくいってい
る

難しい 70.8%70.8%70.8%70.8%

68.2%68.2%68.2%68.2%

0% 50% 100%

小学校

中学校 うまくいっている

難しい

 

 

 

  １（２）うまくいっていると思われる理由（３つ選択）（％の分母は５２３） 

うまくいっていると思われる理由 小 中 回答計 ％ 

個々の教員の指導力 ２２９ １０８ ３３７ ６４．４ 

特別支援教育コーディネーターの実践力 １９６ ８７ ２８３ ５４．１ 

校内委員会の成果 １７４ ７２ ２４６ ４７．０ 

保護者の理解と協力 １５３ ６６ ２１９ ４１．９ 

管理職のリーダーシップ １０１ ４０ １４１ ２７．０ 

校内研修会の成果 ６６ ３３ ９９ １８．９ 

スクールカウンセラーの活用 ３６ ４９ ８５ １６．３ 

巡回相談員の活用 ５８ ９ ６７ １２．２ 

特別支援学校のセンター的機能の活用 ２２ ７ ２９ ５．５ 

   

   ※ うまくいっていると思われる理由（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小・中学校全体 
小学校と中学校の比較 

校 

校 

 

○ 教委会の指導・支援（支援員や介助員の配置）１３ 

○ 教員の協力体制と組織力８ 

○ 特に対象となる児童がいない（少ない）問題ない５ 

○ 養護教育センター等の専門機関の活用３ 

○ 外部の研修会への参加２ 

○ スクールソーシャルワーカー 

○ スクールカウンセラーの活用 

○ 医師との連携  ○ 教育相談  ○ 養護教諭との連携 ○ 外部人材の活用・連携             

○ 交流学級担任との連携 ○ 生徒指導部会・学年会の成果 
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１（３）なかなか難しいと思われる理由（３つ選択）（％の分母は２２４） 

なかなか難しいと思われる理由 小 中 回答計 ％ 

個々の教員の個に応じた指導力の向上が難しい １１７ ５４ １７１ ７６．３ 

保護者の理解と協力を得ることが難しい １１３ ４５ １５８ ７０．５ 

特別支援教育コーディネーターがコーディネート

するのが難しい 
６０ ３５ ９５ ４２．４ 

校内委員会が形骸化し、単なる情報交換の場に

なっている 
４９ ３５ ８４ ３７．５ 

管理職がなかなかリーダーシップを発揮できない ３１ ２１ ５２ ２３．２ 

特別支援学校のセンター的機能の活用がうまく

いかない 
３０ １５ ４５ ２０．２ 

スクールカウンセラーや巡回相談員の活用がう

まくいかない 
２８ １０ ３８ １７．０ 

  

※ 難しいと思われる理由（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 子どもの多様化・支援を要する子どもが多すぎる６ 

○ 担当間での連携不十分、問題事例の途中経過を全職員で理解し合い，指導の具

体化を確認し合う時間の確保４ 

○ 特別支援学級の新設が認められない４ 

○ 人的配置の充実・強化、支援員の確保４ 

○ 研修機会の不足３ 

○ 支援員や学校と特別支援学校や専門機関との連携が現場の多忙化の中まだ確実

には動いていない２ 

○ 医療機関との連携が難しい・医師との見解の違い２ 

○ 子どもの実態、ニーズに応じた指導、児童理解２ 

○ 教員の意欲、能力に差がある、意識が薄い２ 

○ 子ども同士のかかわり ○ 免許教科制の壁 ○ 特別支援に関する機能がない 

○ 入級の承諾が得られない ○ 校内支援体制の活性化 

○ 施設規模から特別支援学級あるいは、個別な支援を必要とする児童のクールダウ

ン用の部屋にふさわしい場がない。人的支援の不足で、養護教諭の負担が大きくなっ

ている。 
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 ２（１）特別支援教育コーディネーターの指名の際に考慮した事項（３つ選択）（％の分母は７４７） 

考慮したこと 小 中 回答計 ％ 

校内外の連絡・調整能力 ３５６ １６３ ５１９ ６９．５ 

障がいのある児童生徒の教育に関する専門性 ２７６ １２０ ３９６ ５３．０ 

特別支援教育の経験 ２３２ １１９ ３５１ ４７．０ 

他の校務、校内における立場 ２０５ ９６ ３０１ ４０．３ 

情報の収集・活用能力 １５５ ６６ ２２１ ２９．６ 

教育相談に関する専門性 １５４ ６６ ２２０ ２９．５ 

教員の校務負担状況 １１７ ６４ １８１ ２４．２ 

※ 考慮したこと（その他） 

 

 

 

 

 

 

２（２）コーディネーターの指名、校内委員会設置による学校教育活動の変化・成果（回答数制限なし） 

変化・成果 小 中 回答計 ％ 

障がいのあるなしにかかわらず，児童生徒の学習や行動等につ

いて職員室や学年会等で話題になることが増えてきた。 
４２９ １８８ ６１３ ８２．８ 

障がいのある児童生徒の個別の指導計画の作成，具体的な

支援と評価などに組織的に取り組むようになった。 
２７３ １０３ ３７２ ５０．３ 

障がいのある児童生徒が学習内容を理解するために，授業づ

くり等の研究が進み，結果として教員の授業力向上が図られ，全

体的な学力向上に結びついた。 

５２ ３３ ８４ １１．４ 

   

※ 変化・成果（その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 特別支援教育に関する意欲  ○ 生徒の理解と情熱 

  ○ 人間性や仕事への意欲    ○ リーダー性 

  ○ 特別支援学級担当者 ○ 校務分掌との関係 

○ 課題の発見、集約、対応が迅速になり、定期的なチェックが可能となった 

○ 通常の学級にいる発達障がい児等への対応 

○ 特別支援を必要とする児童について教職員間の相互理解を図ることができる 

○ 特別支援教育への理解が急速に深まっていった 

○ 巡回相談員との会議ができた 

○ 校内研修会を行うことで、特別支援教育の理解と授業への導入が図られている 

○ 特別支援教育に関する校内研修会の開催 

○ 教員の特別支援教育に対する意識が高まり、夏季休業中の関係研修への希望者が多

くなった。 

○ 残念ながらあまり機能していない 

○ 特に大きい変化はない 
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３（１）今後、必要であると思われる研修の内容（３つ選択）（％の分母は７４７） 

研修の内容 小 中 回答数 ％ 

障がいの理解と対応 ４２２ １９５ ６１７ ８２．６ 

個別の指導計画の作成と評価 ２６４ １１９ ３８３ ５１．３ 

校内支援体制づくり ２３５ １２８ ３６３ ４８．６ 

保護者との連携 ２１２ ９３ ３０５ ４０．８ 

授業づくり １９１ ７１ ２６２ ３５．１ 

関係機関との連携 １５５ ７６ ２３１ ３０．９ 

特別支援教育の概論 ３７ １６ ５３ ７．１ 

   

           ※ 必要であると思われる研修（その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（２）自校の特別支援教育を充実させるために必要な事項（３つ選択）（％の分母は７４７） 

事 項 小 中 回答数 ％ 

教員の「個に応じた指導力」の向上 ３１５ １３５ ４５０ ６０．２ 

教職員への「特別支援教育」の理解推進 ２３７ １４４ ３８１ ５１．０ 

校内支援体制の整備充実 ２３０ １１５ ３４５ ４６．２ 

児童や保護者への「特別支援教育」の理解啓発 ２２１ ９４ ３１５ ４２．２ 

医療、福祉、その他の専門機関との連携 １２０ ６３ １８３ ２４．５ 

校長自ら率先した取り組み １１９ ４９ １６８ ２２．５ 

巡回相談員や教育委員会との連携 １２５ ３４ １５９ ２１．３ 

交流及び共同学習を重視した授業づくり ９１ ４１ １３２ １７．７ 

近隣の特別支援学校との連携 ５０ ２６ ７６ １０．２ 

   ※ 必要な事項（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 個々の児童生徒の障害に合った指導法 ○ 障がいをもつ生徒がいるクラスの学級経営 

○ 事例研究 ○ 通常学級での指導の在り方まる ○ 支援員の活用法 

 

○ 人的配置 

○ 教師の対応力の向上  ○ 生活・学習支援員の配置 ○ 特別支援学級の柔軟な設置 

○ 専門的教育を受けた者の配置 ○ 全職員が特別支援学級を経験 ○ 専門家の配置 

 

○ 個別の指導計画については，必要以上に「必要」と言われているように思う。個別の指導計

画よりも，子どもの困り感に気づき，その場その場で適切な支援ができる「感性」と「実践力」

の方がずっと必要だと思う。 

○ 教員、支援員の人員的増員、予算措置等１５ 

○ 免許を持った教員や支援員（専門性の高い）の配置３ 

○ 施設・設備の充実  ○ 保護者やボランティアの協力 

○ 障がいの理解と具体的な対策の研修 

○ 「福島県の」であれば、「校長の自らの・・・」「教職員への・・・・」「教員の・・」なのですが。 
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３（３）特別支援教育の体制整備に対する意見（３つ選択）（％の分母は７４７） 

事 項 小 中 回答数 ％ 

新たな人的配置 ２９８ １１９ ４１７ ５５．８ 

個に応じた指導の充実 ２４４ １１６ ３６０ ４８．２ 

教員の研修体制の整備 ２２２ １１１ ３３３ ４４．６ 

保護者の理解 ２１４ ９３ ３０７ ４１．１ 

関係機関との連携 １５６ ８６ ２４２ ３２．４ 

スクールカウンセラー等との連携 １１８ ５３ １７１ ２２．９ 

校内の適切な組織作り ９９ ６２ １６１ ２１．６ 

教材・教具、施設・設備の充実 ７１ ２３  ９４ １２．６ 

教育センター、養護教育センター等の充実 ２５ １０ ３５ ４．７ 

 

※ 体制整備に対する意見（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ ５歳時健診の実施とそのデータに基づいた就学指導。適正な就学先 

 ○ 就学前の健診と就学時健診をしっかり結ぶ連絡体制 

 ○ 該当する児童の保護者だけでなく、全ての保護者の理解を深める工夫 

○ 初期段階からの啓蒙活動と特別支援学級の設置２ 

 ○ ADHD 等通常の学級に在籍している児童のための通級学級の設置（特に情緒障がい対象） 

 ○ 特別支援学校の障害種別入学の拡大 

○ 学級編制の基準の緩和 

 ○ 特に，部活動指導や力による生徒指導に偏りがちな，中学校の先生方の意識改革が必要だと

思います。（かつての私がそうだったので） 

 ○ 教育委員会担当者への支援 

 ○ スクールソーシャルワーカーの常駐 ○ 学校生活支援員等の配置 

 ○ 専門教育を受けた教員の配置 

 ○ 特別支援教育を担う人材の育成（専門免許等）・適切な配置 

 ○ ＬＤ、ＡＤＨＤ児童生徒の指導を充実するための教員の加配が必要 

 ○ 県教委の柔軟かつ強力な支援 

 ○ 中学校卒業後の進路指導の充実。特に県立高校受験の場合について十分な配慮がなされて

いないのではないか 

 



7 

 

・ 調査票Ⅱ（特別支援教育コーディネーター回答） 

１ その他の職および校務分掌等（回答数制限なし） 

その他の職および分掌等 小 中 回答数 

特別支援学級担任 １４３ ８８ ２３１ 

通常の学級担任 １５１ ３７ １８８ 

教頭 １１７ ４５ １６２ 

教務（主任） ９３ ２９ １２２ 

生徒指導主事 ４２ １６ ５８ 

養護教諭 １４ １９ ３３ 

研究主任 １４ ５ １９ 

通級指導教室担当 １１ １ １２ 

 

２ 特別支援教育コーディネーター歴。（前任校での指名も含む）（分母：７４７） 

                      

 

 

 

 

 

 

 

３    校内でその役割を理解されているか。（分母：７４７） 

理解の状況 小 中 回答数 ％ 

おおむね理解されている ３８７ １４２ ５２９ ７０．８ 

あまり理解されていない ９５ ８７ １８２ ２４．４ 

十分に理解されている ２６ ５ ３１ ４．１ 

まったく理解されていない ０ ２ ２ ０．３ 

無回答 ３ ０ ３ ０．４ 

 

４ 校内でコーディネーターとして実際に取り組んでいる活動（回答数制限なし）（分母：７４７） 

活 動 小 中 回答数 ％ 

校内委員会のための情報の収集・準備 ４４７ １８４ ６３１ ８４．５ 

担任への支援 ３８３ １４５ ５２８ ７０．７ 

特別支援教育にかかわる研修会への参加 ３４６ １５７ ５０３ ６７．３ 

関係機関の情報収集・整理および提供 ２３３ １１１ ３４４ ４６．１ 

専門機関等への相談をする際の連絡調整 ２１５ ８７ ３０２ ４０．４ 

校内研修の企画・運営 ２２０ ７９ ２９９ ４０．０ 

保護者に対する相談窓口 １７６ ５９ ２３５ ３１．５ 

スクールカウンセラーとの連携 ９０ ９４ １８４ ２４．６ 

専門家チーム，巡回相談員との連携 １１６ ３３ １４９ ２０．０ 

経験年数 小 中 回答数 ％ 

1 年目 １２９ ７４ ２０３ ２７．０ 

2 年目 １２１ ６３ １８４ ２４．６ 

3 年目 ９３ ４２ １３５ １８．０ 

4 年目 ７３ １８ ９１ １２．３ 

5 年目 ４８ １３ ６１ ８．２ 

6 年目 ４７ ２６ ７３ ９．９ 
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５（１）今年度計画している（実施したものも含めて），特別支援教育に関する校内委員会の回数 

（分母：７４７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

５（２）今年度これまでに実施した校内委員会で話し合いの対象となった児童生徒ののべ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５（３）今年度これまでに実施した校内委員会で話し合われた内容（回答数制限なし）（分母：７４７） 

活 動 小 中 回答数 ％ 

対象児童生徒の実態の把握 ３９９ １５８ ５５７ ７４．６ 

通常の学級における具体的な支援策 ３０２ ８７ ３８９ ５２．１ 

適正な就学指導 ２５２ １０６ ３５８ ４７．９ 

保護者との連携 ２３２ ８５ ３１７ ４２．４ 

他機関への相談 １６０ ４７ ２０７ ２７．７ 

担任外の教員等の活用（ＴＴ，取り出し指導等） １７５ ３１ ２０６ ２７．６ 

 

 

※ 話し合われた内容（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回数 小 中 回答数 ％ 

０回 ５ ２ ７ ０．９ 

１回 ２０ ２３ ４３ ５．８ 

２回 ７９ ７８ １５７ ２１．０ 

３回 １５９ ７０ ２２９ ３０．７ 

４回 ７５ １５ ９０ １２．０ 

５回以上 １７３ ４８ ２２１ ２９．６ 

人数 小 中 回答数 

０人 ２８ ２８ ５６ 

 １人～ ５人 ２０７ １２１ ３２８ 

 ６人～１０人 １３５ ５０ １８５ 

１１人～１５人 ６０ １３ ７３ 

１６人～２０人 ２８ ８ ３６ 

２０人以上 ５３ １６ ６９ 

○ 校内研修会３   ○ 教育ボランティア・支援員の活用３  

○ ＷＩＳＣ－Ⅲの活用２ 

○ 学級、学年の実態把握２    

○ 不登校生徒への支援       ○ ケース会議 

○ スクールカウンセラーとの連携   ○ 個別の教育支援計画の策定   

○ 評価 

○ 臨床心理士の診断結果報告   ○ 地域支援委員会への資料の提供 
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６（１）今年度計画している（実施したものを含めて），特別支援教育に関する校内研修会 

 （２）今年度計画している校内研修会で研修する（した）内容 

 （３）今年度の校内研修会で講師を務める（務めた）者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７（１）昨年度１年間で連携した関係機関（回答数制限なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７（２）特別支援学校がセンター的機能として行っている内容を知っているか（分母：７４７） 

 

内  容 小 中 回答数 

幼稚園、保育所、小・中学校等  ３３９ １４９ ４８８ 

医療機関 ２０６ ９６ ３１２ 

センター等相談機関 ２２３ ７２ ２９５ 

特別支援学校 ２０１ ９３ ２９４ 

児童相談所等福祉機関 １３６ ６１ １９７ 

障害者療育施設 ４０ １６ ５６ 

保健所など保健機関 ３４ １４ ４８ 

 小 中 回答数 ％ 

知っている ３９４ １６９ ５６３ ７５．４ 

あまり知らない １１４ ６０ １７４ ２３．３ 

まったく知らない ３ ６ ９ １．２ 

無回答  １ １ ０．１ 

○ 伝達講習等を中心に研修会を開催している学校が多い。 

○ 研修会の講師は、校内の特別支援教育コーディネーターが務めるケースが多い。本庁、教育事務

所、養護教育センター、市町村教育委員会の指導主事、特別支援学校の教員を講師として研修

会を行った学校は、１５０１５０１５０１５０校校校校（（（（約約約約２２２２割割割割））））。 

○ 研修の内容では、「障がいの理解と対応」が一番多く、次いで「校内支援体制の構築」「個別の指

導計画の作成と活用」となる。 
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７（３）昨年度１年間で活用した特別支援学校のセンター的機能（回答数制限なし）（分母：７４７） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

教員への支援（学習または生活指導に関する

相談・助言） 
１９３ ６２ ２５５ ３４．１ 

児童生徒や保護者等への相談・情報提供 １３８ ５５ １９３ ２５．８ 

児童生徒への直接的な指導 １２８ ３２ １６０ ２１．４ 

教員に対する研修協力 ８１ ２１ １０２ １３．７ 

教材・教具等の提供 ２７ １０ ３７ ５．０ 

関係機関との連絡・調整 ２７ ８ ３５ ４．７ 

活用していない ２００ １３１ ３３１ ４４．３ 

 

７（４）特別支援学校への期待（３つ選択）（分母：７４７） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

教員への支援（学習または生活指導に関する

相談・助言） 
４０８ １８１ ５８９ ７８．８ 

児童生徒や保護者等への相談・情報提供 ２６３ １２８ ３９１ ５２．３ 

児童生徒への直接的な指導 ２６７ １１３ ３８０ ５１．２ 

教員に対する研修協力 ２６３ １１３ ３７６ ５０．９ 

教材・教具等の提供 １３６ ５５ １８１ ２４．２ 

関係機関との連絡・調整 １１７ ５６ １７３ ２３．２ 

 

８ 特別支援教育コーディネーターとして取り組む中で困難さを感じたこと（３つ選択）      

（分母：７４７） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

コーディネーターとしての特別支援教育に関す

る専門性の向上 
２８２ １３４ ４１６ ５５．７ 

保護者の特別支援教育に対する理解の促進 ２６２ １０６ ３６８ ４９．３ 

校内研修の企画・運営 ２２０ １０８ ３２８ ４３．９ 

校内委員会の企画・運営 １５０ ８５ ２３５ ３１．５ 

保護者との相談 １５７ ５９ ２１６ ２８．９ 

教員の特別支援教育に対する理解の促進 １０７ ６５ １７２ ２３．０ 

関係機関との連絡・調整 １１２ ４２ １５４ ２０．６ 

教員との相談 ５９ ２６ ８５ １１．４ 

 

※ 困難さを感じたこと（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

○ 時間の確保１４  ○ 校内支援体制の構築５  ○ 生徒指導部との連携２   

○ 担任へのアドバイス２  ○ 個別の指導計画の作成２   

○ コーディネーターとしての役割をほとんど果たせていない 

○ 他の校務分掌との兼ね合い  ○ 自分の力不足  ○ コーディネーターへの負担が大きい 

○ 管理職との話し合い  ○ 教員の多忙化  ○ 支援員の活用  ○ 適切な指導方法 
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９ これまでの取り組みから成果として感じられること（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 校内委員会等の充実により、具体的な個別の支援策を考えるなど支援にかかわる体制が整備できてき

た。（１６５） 

○ 特別支援教育、障がいの理解と対応等について教職員の理解が深まった。（１２３） 

○ 教員間の情報交換がスムーズになり、障がいのあるなしにかかわらず、児童生徒の学習や行動について

共通理解が図られてきている。（６５） 

○ 研修等をとおして、特別支援教育を特別なものでなく，普通学級における指導や支援の中にも必要であ

り，その視点で生徒をみようとする教員が増えてきている。（４１） 

○ 他の委員会等との連携がスムーズになり、発達障がいのある児童生徒、不登校等の児童生徒具体的な

支援ができるようになった。（９） 

○ 特別支援便りを発行することができた。（６） 

○ 「特別支援教育」という名称から感じる「特別」な」「教育」というイメージを払拭できているのではないかと

思う。少しずつ、特別な支援を要する子どもたちを「学校」や「学級」の中心において、学校生活を営もうとす

る環境が少しずつできつつあると思う。 

○ 特別支援教育に関する書籍が増えた。 

 

 

○ 学級担任の（精神的・肉体的）負担の軽減。（４０） 

○ 該当児童生徒への適切な支援や指導についてよく話し合った。（２９） 

○ チェックリストが活用され、実態把握に貢献できた。（３） 

 指 導 の 充 実 ・ 成 果 等 
 

○ 通常学級における特別な配慮を必要とする児童に対する指導が充実してきた。（５３） 

○ 個別指導計画や教育支援計画の作成に対する取り組み。（４９） 

○ 児童生徒の理解、ラポートの形成。（４３） 

○ 交流学習についての理解が得られ、円滑に行われるようになった。（４） 

○ 児童生徒の授業への取り組みが積極的になった。（２） 

○ 子どもが生き生きと学校生活をおくることができている。（６） 

○ 支援が必要な児童に関わり合える時間が増えた。 

 

 

○ 自身の特別支援教育へ関する関心や専門性の高まり。（３０） 

○ 特別支援教育に携わり、授業・学級経営等についても参考になることが非常に多かった。（３） 

○ 特別支援教育は、すべての子どもたちにかかわることとして自分自身のとらえ方が変わった。（２） 

○ 実態把握から指導まで共通理解の場をもち，全職員で組織的に対応することが重要であると感じた。 

○ コーディネーターとしての役割がある程度分かった。（６） 

○ 以前、養護学校でコーディネーターをしていました。養護学校と小学校の違いを学びました。 

校 内 の 支 援 体 制 や 職 場 の 雰 囲 気 等 

学 級 担 任 と の 連 携 等 

自 身 の 研 修 等 
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９ これまでの取り組みから成果として感じられること（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教育事務所、教育委員会、養護教育センター、スクールカウンセラー､特別支援学校などと連携し、う

まくいっている。（４１） 

○ 外部との関係諸機関との窓口が一つとなり、連絡・調整がスムーズになった。（１９） 

○ 巡回相談の積極的活用（１５） 

○ 特別支援教育支援員の配置・活用。（１６） 

○ 児童相談所から情報提供により、障がいの理解と対応について方向が見えてきた。（２）  

○ 医療機関との面談により「個別指導」の際の注意点等うまく連携が図れた。（２） 

 

 

○ 保護者との相談を重ね、児童生徒の適正な就学指導が進みつつある。（２１） 

○ 保護者との相談や連携。（３２） 

○ 保護者の特別支援教育への理解が、少しずつ深まってきている。（１３） 

○ 保護者とよく話をすることが、児童への対応の仕方の共通理解につながり、児童の成育によいことが分

かった。（４） 

○ 校長先生の指導のもと、関係機関からの指導・支援を受け、保護者との共通理解を図りながら改善を図

っていけば、必ずよい方向へと変わっていくということを確信した。しかし、そのためには、多くの時間と一貫

した連携が必要である。 

 

 

 

 

○ 特別支援学級在籍生徒が、本校によくなじんで学習・生活していること。 

○ 特別支援学級との話し合いを通し、学級の生徒の障がいの実態を適切に把握できつつあること。（２） 

○ 特別支援学級を最優先にして教育課程を運用することが、軌道に乗りつつあること。 

○ 校長はじめ全職員が支援学級の生徒によく声をかけてくれるため、子ども達が安心して学校生活を送っ

ており、保護者も感謝している。 

○ こちらが希望すれば、教育事務所や特別支援学校から様々な指導、支援を受けることができることを、

自分も含めて職員が知ったこと。 

○ 客観的な検査を用いて児童生徒の状態を把握しようとすることができた。 

○ 小学校と中学校との連携が進んだ。 

○ 幼、小、中の連携が進んだ。 

○ 通常学級の支援が必要な児童に対して、担任にアドバイスしたことを、担任が実行して、うまくいったこと

があり、たいへんうれしく感じた。 

○ いろいろな方面の方と話す機会を得て、特別支援教育に対する窓口が広がったこと。 

○ 校長の強いリーダーシップがあることで、校内の組織が活性化することが分かった。 

 

 

支援員や外部専門家等の活用 

保護者との連携等 

そ の 他 
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・ 調査票Ⅲ（通常の学級の授業担当者回答）    ８，３５４名 

１（１） 今年度担当している児童生徒について、学習面または生活面で，著しく指導が困難であると

感じたこと 

ある, 

4752

人

ない, 

3602

人

５７５７５７５７％％％％

４３４３４３４３％％％％

0 25 50 75 100

小学校

中学校 困難であると感じたこ
とがある

困難であると感じたこ
とがない

 

１（２） 指導が困難である内容（３つ選択）（分母：４７５２） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

集団の中でみんなと一緒に活動できない，一斉

指導の中での指示が理解できない等 
１８６３ １１５６ ３０１９ ６３．５ 

漢字の読み，書字等の国語的学習内容に困難 １５３２ ６０７ ２１３９ ４５．０ 

計算，図形の認知等の算数・数学的学習内容に

困難 
１４６４ ５８８ ２０５２ ４３．２ 

家庭環境や保護者の養育態度に困難 ７１４ ５９５ １３０９ ２７．５ 

登校をしたがらない ３２０ ５８８ ９０８ １９．１ 

ぎこちない動きやリズム・音程のアンバランスさ，

手指の不器用さ等に困難 
４３５ １５９ ５９４ １２．５ 

医療的な支援や治療が必要 ２２０ １８８ ４０８ ８．６ 

法に触れる行為，非行等の生徒指導上の問題 ９９ ２８４ ３８３ ８．１ 

 

※ 指導が困難である内容（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校と中学校の比較 

○ 落ち着きがない５  ○ 授業中の集中力のなさ５ ○ 学習意欲がない６ ○ 苦手なことには手を出さない６ 

○ 文字は書けるが書こうとしない。「なまけ」なのかどうか区別がつかない。  ○ 授業妨害４ 

○ 教師に対し反抗的な態度をとる４  ○ 暴言、暴力など５ ○ 反応がない２ 

○ 自分勝手（規範意識がない）１１ ○ 一人で落ち着く時間が必要  ○ 情緒が不安定１０  ○ こだわり２ 

○ 身の回りの片付け、持ち物の確認４  ○ 生活習慣 学習訓練６  ○ 偏食 

○ 人前で話すことができない、声が出ない、しゃべらない７  ○ 精神障がい 

○ 特別支援学校（知的）入校適   ○ 全体的な学力不振６   ○ 英語の学習、アルファベットの鏡文字８ 

○ 保護者の子どもの状況の正しい理解の困難２  ○ 家庭学習を家でやる習慣が身についていない 

○ 自分の行動は棚に上げて、友達の避難ばかりする。  ○ 約束を守らない  ○ 提出物を出さない 

○ 言語や文化、生活習慣が違う外国関係４  ○ その日の気分で極端に行動が変わる 

○ 不登校後（長期欠席後）の対応  ○ いじめ ○ 周囲の無理解による誤解 

○ 対人関係に困難４  ○ コミュニケーションに困難６  ○ 朝から何があっても寝てしまう 

○ 肢体不自由のため移動が困難  ○ 絵を描くイメージが持てない  ○ 聴覚障がい２  ○ 発音不全２ 

％

５９５９５９５９．．．．６６６６％％％％    

５５５５５５５５．．．．３３３３％％％％    
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１（３） 指導が困難だと感じたとき，相談した相手（回答数制限なし）（分母：４７５２） 

相談した相手 小 中 回答数 ％ 

教務，学年，教科主任等に相談した ２０４７ １４１４ ３４６１ ７２．８ 

教頭に相談した １７６３ ８９５ ２６５８ ５５．９ 

校長に相談した １４５０ ６２７ ２０７７ ４３．７ 

生徒指導担当者に相談した ７４０ ６９９ １４３９ ３０．３ 

特別支援教育コーディネーターに相談した １０９７ ３２９ １４２６ ３０．０ 

上記以外の同僚に相談した ６３４ ４３２ １０６６ ２２．４ 

その児童生徒の保護者に相談した ７４６ ２５６ １００２ ２１．１ 

スクールカウンセラーに相談した  ３３８ ５４５ ８８３ １８．６ 

専門の相談機関や相談員に相談した ３１４ １３７ ４５１ ９．５ 

他校の教員に相談した ２３５ １３３ ３６８ ７．７ 

特に相談しなかった １０９ １３０ ２３９ ５．０ 

 

２（１）これまでの教職経験での、特別支援教育についての資料活用の有無（回答数８２１８） 

38%

62%
ある

ない

0 20 40 60 80 100

小学校

中学校

ある

ない

 

２（２）活用した資料（回答制限なし）（分母：５１１２） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

教育関係の書籍、雑誌類 ２８４０ ９８３ ３８２３ ７４．８ 

養護教育センター講座資料、刊行物 １６７６ ５４７ ２２２３ ４３．５ 

インターネットからの情報 ８８８ ４８７ １３７５ ２６．９ 

文部科学省関係資料 ９７７ ３７２ １３４９ ２６．４ 

障害者団体、親の会等の資料 ４４７ １７４ ６２１ １２．１ 

 

３（１）必要であると思われる研修の内容（３つ選択）（分母：８３５４） 

研修の内容 小 中 回答数 ％ 

障がいの理解と対応 ３４５２ １９９９ ５４５１ ６５．３ 

校内支援体制づくり ３２４３ １９５８ ５２０１ ６２．３ 

保護者との連携 ２６６２ １４０１ ４０６３ ４８．６ 

関係機関との連携 １８９９ １２２６ ３１２５ ３７．４ 

授業づくり １９５０ １０７９ ３０２９ ３６．３ 

個別の指導計画の作成と評価 １３６２ ７２０ ２０８２ ２４．９ 

特別支援教育の概論 ４０６ ３２９ ７３５ ８．８ 

小学校と中学校の比較 

７０７０７０７０．．．．８８８８％％％％    

４７４７４７４７．．．．４４４４％％％％    
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※ 必要であると思われる研修の内容（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（２）自校の特別支援教育を充実させるために必要な事項（３つ選択）（分母：８３５４） 

事 項 小 中 回答数 ％ 

校内支援体制の整備充実 ３３２４ １９７６ ５３００ ６３．４ 

教職員への「特別支援教育」の理解推進 ２６９０ １８２３ ４５１３ ５４．０ 

児童生徒や保護者への「特別支援教育」の

理解啓発 
２２８６ １２６６ ３５５２ ４２．５ 

教員の「個に応じた指導力」の向上 ２２７５ １１４０ ３４１５ ４０．９ 

医療、福祉、その他の専門機関との連携 １４９４ ９５６ ２４５０ ２９．３ 

交流及び共同学習を重視した授業づくり ９９７ ５７２ １５６９ １８．８ 

巡回相談員や教育委員会等との連携 ９３４ ４３２ １３６６ １６．４ 

近隣の特別支援学校との連携 ４８７ ３８７ ８７４ １０．５ 

校長自ら率先した取り組み ５７３ ２７３ ８４６ １０．１ 

※ 充実させるために必要な事項（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 学級経営力４   ○ 具体的な支援策（授業づくりも含めて）１１ ○ 通常の学級担任の研修４  

○ 地域との連携    ○ 個への指導と周囲への指導４   ○ 認知心理学    

○ 受け入れの心の準備  ○ 教師の技能向上   ○ 当事者や周囲の子どもの保護者への対応  

○ 個別の教育支援計画  ○ 暴力的生徒への身体拘束方法や押さえ方  ○ 行政の条例等  

○ 適切な医療機関   ○ 関係機関や保護者との連携方法４   ○ 保護者への啓蒙の仕方２ 

○ 授業運営に差し支えない研修  ○ 子どもの理解  ○ 教員同士の理解  

○ 医学的な対応や処置  ○ 特別支援学校や特別支援学級の授業参観・研修等 

○ 個別の支援人員の配置または教員の増員（副担任制度など）９５    ○ 専門教員の配置１１ 

○ 一クラスあたりの児童生徒数の減 

○ 学校外関係機関の保護者への直接的な働きかけ  ○ 保護者の協力３  ○ 保護者との連携３ 

○ 特別支援学校から一般保護者への発信  ○ 子どもの耐性を育てわがままを抑える 

○ 生徒に身に付けさせたい力の明確化 ○ 個別の指導計画の作成とそれに基づいた計画的な指導２ 

○ 学校行事等の精選による実践のための時間の捻出（含：多忙化の解消）１４ 

○ スクールカウンセラーとの連携の継続２   ○ 校内外の支援体制の充実（みんなで）４ 

○ 予算２   ○ 先進校の視察   ○ 実践（含：研修）６ ○ 対応策等の事例研究 

○ 教育委員会、管理職等の教員への適切な指導・支援  ○ 専門機関との連携 

○ 通常の学級の生徒の理解の促進  ○ 地域との連携   ○ 社会体験をふやす 

○ 自立のための支援   ○ コーディネーターの実践   ○ 県の啓発活動 

○ 児童・生徒の理解４   ○ 特別支援学級の設置４   ○ 教材の開発２ 

○ 特別支援教育の概念、範囲の明確化３  ○ 行政の強制力  ○ 家族への啓発 

○ 法規、制度の充実   ○ 情緒障がいに関する県の施設の設置 

○ 既存の組織、体制で行おうとせずに人と金をかけて、支援される立場で対応していく必要がある。普

通学級ではもはや限界。特別な学校、学級を作り、スペシャリスト集団を作り、マンツーマンで対応して

指導すべき。   ○ 風通しのよい特別支援学級の経営 

○ 学校の考えが反映されるシステムの充実  ○ 推進しようとする熱い気持ち 

○ 特別支援が種になってしまい、他の児童の学習に支障をきたさないこと 
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・ 調査票Ⅲ（養護教諭回答）    ７１９名回答 

１（１） 今年度担当している児童生徒について、学習面または生活面で，著しく指導が困難であると

感じたこと 

ある, 

360

人
ない, 

350

人

無回

答

1%

５０５０５０５０％％％％４９４９４９４９％％％％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

中学校
ある

ない

無回答

 

１（２） 指導が困難である内容（３つ選択）（分母：３６０） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

集団の中でみんなと一緒に活動できない，一斉指導の

中での指示が理解できない等 
１７３ ８５ ２５８ ７１．７ 

家庭環境や保護者の養育態度に困難 １３４ ８０ ２１４ ５９．４ 

登校をしたがらない ９４ ７９ １７３ ４８．１ 

医療的な支援や治療が必要 ８０ ３６ １１６ ３２．２ 

ぎこちない動きやリズム・音程のアンバランスさ，手指の

不器用さ等に困難 
１９ １２ ３１ ８．６ 

法に触れる行為，非行等の生徒指導上の問題 １１ １８ ２９ ８．１ 

漢字の読み，書字等の国語的学習内容に困難 １４ ９ ２３ ６．４ 

計算，図形の認知等の算数・数学的学習内容に困難 １０ ７ １７ ４．７ 

 

 

※ 指導が困難である内容（その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校と中学校の比較 

○ 対人関係に困難    ○  難聴    ○ 給食指導 

○ 発達障がい以外の対応が難しい障がい  ○ パニックへの対応 

○ 基本的な生活習慣が身についていない 

○ 特別支援教育を理解していない同僚（教員）への対応 

○ 同僚（教員）との意思の疎通 

○ 指導にかかわる教員の方針に統一性がない 

５６５６５６５６．．．．７７７７％％％％    

４７４７４７４７．．．．１１１１％％％％    
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１（３） 指導が困難だと感じたとき，相談した相手（回答数制限なし）（分母：３６０） 

相談した相手 小 中 回答数 ％ 

教頭に相談した １８５ ９３ ２７８ ７７．６ 

教務，学年，教科主任等に相談した １６６ ９７ ２６３ ７３．４ 

校長に相談した １５５ ６７ ２２２ ６１．９ 

特別支援教育コーディネーターに相談した １１５ ４５ １６０ ４４．５ 

生徒指導担当者に相談した ８２ ６８ １５０ ４１．７ 

スクールカウンセラーに相談した ５４ ７９ １３３ ３６．７ 

選択肢ウエオ以外の同僚に相談した ５１ ３３ ８４ ２３．５ 

他校の教員に相談した ４６ １５ ６１ １７．１ 

専門の相談機関や相談員に相談した ４１ １９ ６０ １７．０ 

その児童生徒の保護者に相談した ２３ １２ ３５ ９．８ 

特に相談しなかった ４ ３ ７ ２．０ 

 

２（１）これまでの教職経験での、特別支援教育についての資料活用の有無（回答数７１９） 

21%

79%

ある

ない

 

２（２）活用した資料（回答制限なし）（分母：５６８） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

教育関係の書籍、雑誌類 ３４３ １４３ ４８６ ８５．６ 

養護教育センター講座資料、刊行物 ２４２ １１０ ３５２ ６２．０ 

文部科学省関係資料 １５１ ７０ ２２１ ３８．９ 

インターネットからの情報 １３１ ７５ ２０６ ３６．３ 

障害者団体、親の回答の資料 ７１ ３５ １０６ １８．７ 

 

３（１）必要であると思われる研修の内容（３つ選択）（分母：７１９） 

研修の内容 小 中 回答数 ％ 

校内支援体制づくり ３４５ １６１ ５０６ ７０．４ 

障がいの理解と対応 ３２９ １５５ ４８４ ６７．３ 

保護者との連携 ２８１ １０１ ３８２ ５３．１ 

関係機関との連携 ２７５ ９７ ３７２ ５１．７ 

個別の指導計画の作成と評価 １６６ １０９ ２７５ ３８．２ 

授業づくり ５４ ２２ ７６ １０．６ 

特別支援教育の概論 １６ １２ ２８ ３．９ 

小学校、中学校ともに７９％前後の

養護教諭が資料を活用している。 
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３（２）自校の特別支援教育を充実させるために必要な事項（３つ選択）（分母：７１９） 

事 項 小 中 回答数 ％ 

校内支援体制の整備充実 ３１８ １５９ ４７７ ６６．３ 

教職員への「特別支援教育」の理解推進 ２４２ １３６ ３７８ ５２．６ 

医療、福祉、その他の専門機関との連携 ２３７ ９０ ３２７ ４５．５ 

児童生徒や保護者への「特別支援教育」の理解

啓発 
２２４ ８７ ３１１ ４３．３ 

教員の「個に応じた指導力」の向上 １５８ ７８ ２３６ ３２．８ 

巡回相談員や教育委員会等との連携 １２５ ４２ １６７ ２３．２ 

近隣の特別支援学校との連携 ６６ ２０ ８６ １２．０ 

校長自ら率先した取り組み ５２ ２０ ７２ １０．０ 

交流及び共同学習を重視した授業づくり ４３ ２９ ７２ １０．０ 

 

※ 充実させるために必要な事項（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 教員の増員、支援のための人員配置４ 

○ ニーズの高い学校に、専門的な知識を有するものを定期的に派遣する。 

○ 保護者との連携２ 

○ 教師間の共通理解２ 

○ 教員としての資質向上 

○ 個に応じた個別の指導計画の作成２ 

○ 支援員等の人的サポートの臨機応変さ 

○ 症状によって、相談できる関係機関はどこであり、どのような手続きが必要かなどの一覧 

○ 支援策を検討したり評価したりする時間 

○ 専門機関との連携 

○ 特別支援教室の新設２ 

○ 特別支援学級の新設 

○ 行政からの支援（教材、教具等） 

○ スクールサポートの年間雇用 

○ 該当児童生徒の保護者への働きかけ等 

○ 周りの児童生徒の指導 
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・ 調査票Ⅳ（特別支援学級等担任回答）  ５４２名回答 

１－（１）担当している学級または教室（回答者の内訳） 

 対象とする障がいの種 小 中 計 合計 

特
別
支
援
学
級 

知的障がい ２４３ １２８ ３７１ 

５０２ 

肢体不自由 ５ ３ ８ 

身体虚弱 ０ １ １ 

弱視 １ ２ ３ 

難聴 ４ ２ ６ 

自閉症・情緒障がい ７７ ３６ １１３ 

計 ３３０ １７２  

通
級
指
導
教
室 

言語障がい ２３ ２ ２５ 

４０ 

自閉症 １ ０ １ 

情緒障がい １ ０ １ 

弱視 ０ ０ ０ 

難聴 １ ０ １ 

学習障がい ２ ０ ２ 

注意欠陥多動性障がい ９ １ １０ 

計 ３７ ３   

合    計 ３６７ １７５ ５４２ 

 

１－（２）在籍児童生徒または正式な通級児童生徒以外に指導している児童生徒数（分母：５４２） 

 

児童生徒数 小 中 計 ％ 

０ ２７６ １３８ ４１４ ７６．４ 

１～３ ７２ ３４ １０６ １９．６ 

４～６ １５ ３ １８ ３．３ 

７以上 ４ ０ ４ ０．７ 

 

 

 

２－（１）学級（教室）経営が困難か？ 

困難？ 小 中 計 ％ 

はい １９３ ７３ ２６６ ４９．１ 

いいえ １７４ １０２ ２７６ ５０．９ 
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２－（２）学級（教室）経営が困難な理由（３つ選択）（分母２６６） 

理      由 小 中 回答数 ％ 

児童の実態が多岐にわたり授業づくりが困難 １６１ ５６ ２１７ ８１．６ 

自身の知識や経験不足 ９０ ３９ １２９ ４８．５ 

児童生徒数が多く人手不足 ６０ １３ ７３ ２７．４ 

保護者との協働が困難 ３８ ２６ ６４ ２４．１ 

交流先の担任との連携が困難 ５１ １１ ６２ ２３．３ 

交流及び共同学習が多く学級全員での授業づ

くりが難しい 
１２ ５ １７ ６．４ 

支援員との協働が困難 ６ １ ７ ２．６ 

   

 

※学級（教室）経営が困難な理由（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 同じ時間に複数の児童生徒が交流及び共同学習を行っている際の支援の仕方 

○ 支援が難しく交流する時間が少なくなってしまう 

○ 教材に関する資料が少ない 

○ 教材・教具を作成する費用がない（少ない） 

○ 教科用図書、児童生徒数等の関係で教材研究に膨大な時間が必要２ 

○ 介助員との協働が困難 

○ 感情のコントロールが難しい児童生徒への対応３ 

○ 障がいの状態があまりにも重いく指導が困難３ 

○ 学校に来ない、保護者が登校させない児童生徒への指導２ 

○ 生活面での指導 

○ 障がいを理解し、将来を見据えた指導 

○ 処理しなければならない事務的な内容が多い 

○ 複数学級（教室）設置の場合、仕事量に偏りがある 

○ 授業が放課後に集中する際の教室経営、その他の校務の遂行等 

○ 指導時間の設定（通級） 

○ 前任者との引き継ぎが不十分 

○ 児童生徒とのコミュニケーション 

○ 児童生徒に十分かかわる時間 

○ 部活動に時間を取られ授業の準備が困難 
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２（３） 指導が困難だと感じたとき，相談した相手（回答数制限なし）（分母：２６６） 

相談した相手 小 中 回答数 ％ 

教頭に相談した １８５ ９３ ２７８ ７７．６ 

教務，学年，教科主任等に相談した １６６ ９７ ２６３ ７３．４ 

校長に相談した １５５ ６７ ２２２ ６１．９ 

特別支援教育コーディネーターに相談した １１５ ４５ １６０ ４４．５ 

生徒指導担当者に相談した ８２ ６８ １５０ ４１．７ 

スクールカウンセラーに相談した ５４ ７９ １３３ ３６．７ 

選択肢ウエオ以外の同僚に相談した ５１ ３３ ８４ ２３．５ 

他校の教員に相談した ４６ １５ ６１ １７．１ 

専門の相談機関や相談員に相談した ４１ １９ ６０ １７．０ 

その児童生徒の保護者に相談した ２３ １２ ３５ ９．８ 

特に相談しなかった ４ ３ ７ ２．０ 

 

３（１）これまでの教職経験での、特別支援教育についての資料活用の有無（有効回答数５４２） 

4%

96%

ある

ない

 

３（２）活用した資料（回答制限なし）（分母：５１９） 

内  容 小 中 回答数 ％ 

教育関係の書籍、雑誌類 ３３１ １４５ ４７６ ９１．７ 

養護教育センター講座資料、刊行物 ２８８ １３０ ４１８ ８０．５ 

インターネットからの情報 ２０４ １０１ ３０５ ５８．８ 

文部科学省関係資料 ２２４ ７３ ２９７ ５７．２ 

障害者団体、親の回答の資料 １５１ ５７ ２０８ ４０．１ 

 

４（１）必要であると思われる研修の内容（３つ選択）（分母：５４２） 

研修の内容 小 中 回答数 ％ 

障がいの理解と対応 ２７１ １１９ ３９０ ７２．０ 

授業づくり ２５９ １１９ ３７８ ６９．７ 

校内支援体制づくり １８５ ９８ ２８３ ５２．２ 

個別の指導計画の作成と評価 １３２ ５５ １８７ ３４．５ 

関係機関との連携 １２３ ６３ １８６ ３４．３ 

保護者との連携 ９７ ４７ １４４ ２６．６ 

特別支援教育の概論 １８ ８ ２６ ４．８ 



22 

 

  ※ 必要であると思われる研修の内容（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（２）自校の特別支援教育を充実させるために必要な事項（３つ選択）（分母：５４２） 

事 項 小 中 回答数 ％ 

教員の「個に応じた指導力」の向上 ２０７ ８４ ２９１ ５３．７ 

教職員への「特別支援教育」の理解推進 １７７ １０９ ２８６ ５２．８ 

校内支援体制の整備充実 １８８ ９８ ２８６ ５２．８ 

児童生徒や保護者への「特別支援教育」の

理解啓発 
１６３ ７３ ２３６ ４３．５ 

医療、福祉、その他の専門機関との連携 １０７ ４１ １４８ ２７．３ 

交流及び共同学習を重視した授業づくり １０１ ３７ １３８ ２５．５ 

巡回相談員や教育委員会等との連携 ６０ １６ ７６ １４．０ 

近隣の特別支援学校との連携 ３７ ３４ ７１ １３．１ 

校長自ら率先した取り組み ４４ １８ ６２ １１．４ 

   

※ 必要な事項（その他）（数字は同様の回答の数） 

 

○ 進路について相談された際、同じ障害を持つ児童が、実際どんな成人となり、どんな生活を送るよう

になっているのか等、実例を挙げて希望を持った話し合いができるようにしたいので、就労について研

修したい。 

○ 事例研究等（具体的な指導・支援）３   ○ 教材研究２ 

○ 全職員が研修を受ける必要がある。   ○ 教員の資質向上   ○ 子ども一人一人を見とる 

○ 障がいを持った児童生徒とともに、数日間実際に接していきながら、担当教師から対応等について

指導を受けていく。 

○ 脳科学や神経心理学 

○ 学校間の連携   ○ 特別支援学級担任研修 

○ 在籍校との連携（通級） 

○ 特別支援教育の経験のある職員の配置 

○ 支援員の配置４ 

○ 特別支援学級、通級指導教室の設置（増設）５ 

○ 近隣への特別支援学校の設置 

○ 個別の指導計画の作成 

○ 教材・教具の研究・開発・充実３ 

○ （幼）・小・中の連携２ 

○ 支援が必要な子どもを特別視しないような日頃の対応 

○ 適切な就学指導の推進 

○ 通常の学級の適切な経営 

○ 施設・設備の充実 


